中小企業等経営強化法　経営力向上設備等にかかる税制優遇の概要

中小企業等経営強化法の施行（２０１６年７月１日）に伴い、新たな税制優遇の適用が開始されます。当協会では、生産性向上設備投資促進税制と同様、マテハン関係の設備投資に関して証明書の発行をいたしますので、証明書発行をご希望の方は以下内容をご確認の上、申請をお願いします。

●支援措置：生産性を高めるための機械装置を取得した場合、３年間、固定資産税（地方税）を１／２に軽減　※生産性向上設備投資促進税制は法人税額の控除・特別償却（国税）　※生産性向上設備投資促進税制との併用も可能
●対象事業者：中小事業者等※　申請者が該当するか否かは設備メーカーが確認するものとする。
※租税特別措置法に規定する中小事業者（常時使用する従業員の数が１，０００人以下の個人）、又は中小企業者（資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人／資本金若しくは出資を有しない法人の場合、常時使用する従業員の数が１，０００人以下の法人）が対象になります。
●対象設備：下記の「機械及び装置」のみ　※マテハン設備に限る
・農業用設備
・道路貨物運送業用設備
・倉庫業用設備（荷役又は倉庫業用設備及び卸売又は小売業の荷役又は倉庫業用設備）
・運輸に附帯するサービス業用設備（荷役又は倉庫業用設備及び卸売又は小売業の荷役又は倉庫業用設備）
●設備の用件：生産性１％向上（年平均）
最新モデル要件はありませんが、販売開始から１０年以内のもの
●最低取得価格：１６０万円以上
●適用期間：法律の施行日から平成３１年３月３１日までに取得した場合
●軽減措置について：１月１日時点で、①計画認定を受け、②設備を取得済、の場合に固定資産税の軽減措置を受けることができる。
※法律の施行日以降であれば、計画申請前に設備を取得することが可能。ただし、設備取得から２か月以内に計画申請する必要あり。
●証明書発行手数料：以下のとおり徴収させていただきます。
※消費税込みの金額です。捺印された証明書とともに請求書を送付いたします。
〇日本MH協会会員　１件：1,000円　　〇上記以外　１件：10,000円
●問合せ及び証明書の発行手続きは、以下までお願いします。
日本ＭＨ協会：小川　ogawa@jpi.or.jp　TEL：03-3543-9335　FAX：03-3543-8970
〒104-0045　東京都中央区築地４－１－１　東劇ビル１０F
【提出書類】
１．様式１　中小企業等経営強化法の経営力向上設備等に係る仕様等証明書
２．様式２　チェックリスト
３．様式３　年率計算式根拠資料
４．その他根拠資料（カタログなど）
（参考資料）
〇　中小企業等経営強化法の概要について　PDF形式　http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/160610kyoka2.pdf

· 申請の手引き　PDF形式
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/160701tebiki.pdf

[image: ]当協会は申請いただいた設備の生産性を証明する機関となります。制度全般に関するお問い合わせは、以下のホームページをご覧いただき、中小企業庁へお問い合わせください。
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/

中小企業庁　事業環境部　企画課　TEL:03-3501-1957　
（平日9:00-12:00、13:00-17:00）

【証明書発行申請手続きの流れ】
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①設備ユーザ（中小事業者等）から証明書発行の依頼を受けた設備メーカー（製造事業者等）は、証明書（様式１）及びチェックリスト（様式２）、年率計算式根拠資料（様式３）、その他根拠資料（設備のカタログなど）を添えて必要事項を記入の上、関係資料を事務局に提出してください。

※証明書の発行にあたり、必要に応じて設備メーカー（製造事業者等）から裏付けとなる資料（例：新旧が比較できるカタログやデータ）等を要求する場合があります。
（注）設備メーカー（製造事業者等）は、当協会が必要と判断した根拠資料の提出や合理的な説明がなされない場合は証明書を発行できない場合がありますのでご留意ください。

※証明書の発行を受けた設備メーカー（製造事業者等）は、依頼があった設備ユーザに証明書をお渡しください。

※様式１の「設備の種類」の覧には、「機械及び装置」と記載してください。また、「設備の用途又は細目」の覧には、工業会等リストにある細目（ＰＤＦ形式　http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/160701kougyoulist.pdf）の中から選択してください。「設備の名称」の覧は、ユーザが減税を申請する際の固定資産の名称を記載してください。

②当協会が申請様式等（様式1、2の要件を満たしていることがわかる資料）ことを確認のし、証明書（様式1）を発行します。証明書の発行にあたり、設備メーカー（製造事業者等）は裏付けとなる資料等を提出ください。
※内容は必要事項を簡潔にわかりやすく説明できるもので結構です。
※販売開始年度と、旧モデルの発売開始年度は必ず明記してください。
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